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企業庁地域整備事業の建設・運営等の経済波及効果概要

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　兵庫県立大学地域経済指標研究会

標記事業について県企業庁資料及び各種統計データをもとに、「平成27年兵庫県産業連関表」を使用し、産業連関分析により経済波及効果（直接効果及び第1次間接効果、第2次間接効果）を推計した。
産業団地の開発に伴う効果の対象は、①建設投資（造成・インフラ工事、誘致企業の初期投資）と②施設運営（2023年度：工場等の操業1年間の生産活動）とした。
　経済波及効果は、兵庫県内を対象に、建設投資活動及び運営（1年間の生産活動）について生産誘発額、原材料費等経費を除いた付加価値誘発額及び就業者誘発数を推計した。

地域整備事業の経済波及効果概要　　　　　　　　（単位：億円、人）
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（参考）
・生産誘発額：売上額の合計で、生産をどれだけ誘発したかを示したもの
・付加価値誘発額：（売上額－経費等）の合計で、生産活動の成果を示したもの
・就業者誘発数：生産誘発額を就業者数(従業地ベース)に換算したもの



　　



(参考) 兵庫県立大学地域経済指標研究会(兵庫県立大学政策科学研究所)
　https://ips-u-hyogo.jp/archives/242


企業庁地域整備事業の建設・操業等の経済波及効果概要

兵庫県立大学地域経済指標研究会


１ 地域整備事業の概要
　地域整備事業は、経済・社会の発展に伴う時代の要請に応えるため、兵庫県内に工業用地、都市開発用地、レクリエーション用地など用地造成事業を展開してきた。これは、地域の産業基盤の形成や大規模ニュータウン開発による複合機能都市の形成など地域の基盤整備に貢献してきた。地域整備事業の経済波及効果について次の9事業を推計の対象とした。
　経済波及効果推計対象事業
1 尼崎・西宮・芦屋港エリア(1960年～2003年)
2 東播磨港エリア(1961年～1980年)
3 姫路港エリア(1963年～2000年)
4 津名港エリア(1971年～2000年)
5 播磨科学公園都市(1986年～)
6 ひょうご情報公園都市(1998年～)
7 淡路夢舞台(1994年～)
8 神戸三田国際公園都市(1971年～)
9 潮芦屋(1970年～)
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２ 最終需要額（直接効果）の推計
企業庁資料及び総務省「経済センサス-活動調査」、「サービス産業動態調査」等のデータを用いて、工業団地内の建設需要及び施設運営（営業）の最終需要額(直接効果)を試算した。投資額、施設運営（操業）の概要は次のとおり。
2.1 推計対象
(1)産業用地：建設投資：調査設計費、造成工事費、建設費、設備費等
施設運営(操業)：売上額（製造品出荷額、売上額等）
(2)住宅用地：住宅建設、入居世帯消費
地域整備事業により入居した世帯消費
　
2.2 最終需要額総額（直接効果）の推計
(1)産業用地
　建設：①事業所当たり民間企業設備投資額×②事業所数（地域整備事業）
1 「兵庫県民経済計算」、「経済センサス-活動調査」、②企業庁調べ
　運営（生産：2023年度）
製造業　①従業者当たり製造品出荷額等×従業者（地域整備事業）
1 「工業統計調査」、②企業庁調べ
その他　従業者当たり県内生産額×従業者数
1 「兵庫県産業連関表」「兵庫県雇用表」就業者係数、②企業庁調べ
(2)住宅用地
　建設：①新設住宅当たり民間住宅投資額×②新設住宅着工戸数
1 「兵庫県民経済計算」、「建築着工統計調査」、②企業庁調べ
　運営（消費：2023年度）
1 世帯当たり年間消費支出×②世帯数（地域整備事業）
1 「家計調査」、②企業庁調べ
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2.3 最終需要額の配分（39部門）
　最終需要額(総額)について下記データにより39部門に配分した。

(1)産業用地
　設備投資：総務省「平成27年産業連関表」固定資本マトリックス投入係数39部門組替）

　住宅投資：国土交通省「平成27年建設部門分析用産業連関表」投入係数表39部門組替）

　施設運営：製造業　経済産業省「平成30年工業統計」中分類製造品出荷額比率（※）
　　　　　　その他サービス業　兵庫県「令和3年度市町民経済計算」総生産比率(※)

　※地域整備事業関係市町：尼崎市、西宮市、芦屋市、三田市、加古川市、高砂市、
三木市、小野市、播磨町、姫路市、たつの市、上郡町、佐用町、淡路市

(2)住宅用地
　入居世帯消費：民間消費係数（「平成27年兵庫県産業連関表」投入係数表）

　地域整備事業の最終需要額（39部門別推計結果）は、表5（施設建設）及び表6（施設運営）のとおり。


建設投資（造成・インフラ工事、誘致企業の初期投資）の概要
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施設運営（企業の稼働後1年間の生産活動）の概要
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３ 経済波及効果推計結果概要
県企業庁資料及び各種統計データをもとに、「平成27年兵庫県産業連関表」を使用し、産業連関分析により経済波及効果（直接効果及び第1次間接効果、第2次間接効果）を推計した。経済波及効果は、兵庫県内を対象に、建設投資活動及び運営（1年間の生産活動）について生産誘発額、原材料費等経費を除いた付加価値誘発額及び就業者誘発数を推計した。
建設投資の経済波及効果（生産誘発額）は7,196億円、原材料費等経費を除いた付加価値誘発額は3,597億円（2023年度県内ＧＤＰ比1.5％）、就業者誘発数は、50,951人である。
施設運営の経済波及効果（生産誘発額）は1,085億円、原材料費等経費を除いた付加価値誘発額は644億円（2023年度県内ＧＤＰ比0.3％）、就業者誘発数は8,617人である。
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（参考）企業誘致の経済的影響例は次のとおり
・地域で新たな雇用が創出（雇用者増加）された。
・県外・市外からの地域内に転入者が増加（人口増）した。
・関連サービス需要（流通サービス等事業所サービス、従業者向け個人サービス）の増加（雇用者の増加）が併せて生まれた。
・持続性ある発展可能な産業形成（新たな製造業種等の集積）に寄与した。


（参考）経済波及効果部門別内訳（統合大分類39部門）[image: ]
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（参考）経済波及効果推計に関連する用語
1 産業連関表
域内経済において一定期間（１年間）に行われた財貨、サービスの産業間の取引関係を示した一覧表である。産業連関表から作成された各種係数を用いた産業連関分析により経済波及効果の測定を行うことができる。
②経済波及効果
　　直接効果（最終需要額）に間接波及効果（第一次間接波及：原材料からの波及、第二次間接波及：消費支出からの波及）を加算した額
③直接効果（最終需要額）
　　需要発生額で事業実施経費、施設維持経費、家計消費支出などの支出のうち各産業部門にもたらされた金額。
④間接効果
　　直接効果に間接波及効果（第１次間接効果：原材料からの波及、第２次間接効果：消費支出からの波及）を加算した額
5 付加価値誘発効果
　生産誘発額のうち、生産に要した原材料やサービスなどの中間投入額を控除したもので、雇用者報酬、営業余剰などである。一定期間における付加価値の合計額がＧＤＰである。
6 雇用誘発効果
経済波及効果を雇用（就業者数、雇用者数）に換算したもので雇用表等を用いて推計する。
　就業者：個人業主（個人経営の事業主）、家族従業者（個人業主の家族）及び雇用者
雇用者：就業者のうち、常用雇用者及び臨時・日雇
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表2 地域整備事業最終需要額 (単位：百万円）

項目 備考

金額(単位当たり) 数量(人数等)

最終需要

金額(単位当たり) 数量(人数等)

最終需要  

A C=A×B D E F=D×E

1産業用地 事業所 事業所

建設 設備投資 16.2 551 8,907 17.6 2,878 50,580S工場

雇用者 雇用者

運営 製造業 0.03 36,642 1,024 0.03 42,896 1,199製造業

(生産) その他 0.08 42,729 3,247 0.08 48,497 3,685サービス業

2住宅用地 新築戸数 新築戸数

建設 建物 22.8 21,382 488,452 24.2 20,531 496,433住宅建設

運営 居住世帯 居住世帯

（消費） 消費支出 3.4 21,382 73,277 3.5 20,531 72,462民間消費

参考表 表4 表3 表4 表3

（資料）兵庫県立大学研究会推計、企業庁調べ

2015年度 2023年度
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表3 地域整備事業推計データ1

平成27年 平成28年 令和5年 備考

項目 単位 2015 2016 2023

1分譲面積 ㏊ 2,331 2,339 2,339

産業用地 ㏊ 1,551 1,555 1,555

業務・施設用地等 ㏊ 487 489 489

住宅用地 ㏊ 293 295 295

2事業所数 事業所 2,531 2,757 2,878

製造業 事業所 551 585 618

その他 事業所 1,980 2,170 2,260非製造業(サービス業等)

3雇用者数 人 79,371 86,295 91,393

製造業 人 36,642 41,115 42,896

その他 人 42,729 45,180 48,497非製造業(サービス業等)

4人口 世帯 世帯 21,382 21,479 20,531「国勢調査」、「推計人口」

総人口 人 53,465 52,704 49,612　

（資料）企業庁調べ
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表4 地域整備事業推計データ2

項目 2015年度 2016年度 2023年度 備考

民間住宅投資 百万円 746,910 752,059 746,886

兵庫県「兵庫県民経済計算」

新設住宅当たり 22.8 22.0 24.2

兵庫県「四半期別兵庫県GDP速報」

民間企業設備投資 百万円 3,594,320 3,678,591 4,090,889

事業所当たり 16.2 16.5 17.6

世帯年間消費支出 百万円 3.43 3.37 3.53

総務省「家計調査」(全国）

事業所数 事業所 222,343 222,343 232,770

経済センサス(含事業内容等不詳)

新設住宅着工戸数 戸

32,696 34,224 30,889国土交通省「建築着工統計調査」
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表5 施設建設の経済波及効果（兵庫県内） (単位：百万円）

部門

建設投資 住宅投資

最終需要額

8,907 488,452 497,359

１ 農業 19 526

545

2 林業 0 5

5

3 漁業 0 0

0

4 鉱業 0 1,466

1,466

5 飲食料品　　　　　　　 0 0

0

6 繊維製品 20 2,659

2,679

7 パルプ・紙・木製品 32 101,235

101,267

8 化学製品 0 6,103

6,103

9 石油・石炭製品 0 1,728

1,728

10 プラスチック・ゴム製品 0 9,905

9,905

11 窯業・土石製品 0 39,098

39,098

12 鉄鋼 ▲ 12 19,857

19,845

13 非鉄金属 ▲ 14 6,349

6,335

14 金属製品 37 56,430

56,467

15 はん用機械 405 3,848

4,253

16 生産用機械 689 13

702

17 業務用機械 442 129

571

18 電子部品 0 497

497

19 電気機械 451 8,601

9,052

20 情報通信機器 201 1,098

1,299

21 輸送機械  　　　　　 362 0

362

22 その他の製造工業製品 77 2,223

2,300

23 建設 2,702 1,170

3,872

24 電力・ガス・熱供給　 0 6,701

6,701

25 水道　　 0 711

711

26 廃棄物処理 0 296

296

27 商業 805 73,545

74,350

28 金融・保険 0 10,420

10,420

29 不動産 298 7,842

8,140

30 運輸・郵便 50 36,540

36,590

31 情報通信 555 3,454

4,009

32 公務 0 0

0

33 教育・研究 1,632 1,272

2,904

34 医療・福祉 0 0

0

35 他に分類されない会員制団体 0 195

195

36 対事業所サービス 155 71,441

71,596

37 対個人サービス 0 145

145

38 事務用品 0 693

693

39 分類不明 0 12,258

12,258

40 合計 8,906 488,453

497,359

(資料)兵庫県統計課「平成27年兵庫県産業連関表」
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表6 施設運営の経済波及効果（兵庫県内） (単位：百万円）

部門

製造業生産 ｻｰﾋﾞｽ業生産 居住者消費

最終需要額

1,024 3,247 73,277 77,548

１ 農業 0 0 807 807

2 林業 0 0 42 42

3 漁業 0 0 95 95

4 鉱業 0 0 ▲ 2 ▲ 2

5 飲食料品　　　　　　　 92 0 6,213 6,305

6 繊維製品 9 0 1,237 1,246

7 パルプ・紙・木製品 28 0 82 110

8 化学製品 149 0 551 700

9 石油・石炭製品 15 0 1,254 1,269

10 プラスチック・ゴム製品 42 0 233 275

11 窯業・土石製品 25 0 39 64

12 鉄鋼 198 0 ▲ 9 189

13 非鉄金属 23 0 44 67

14 金属製品 43 0 76 119

15 はん用機械 68 0 4 72

16 生産用機械 60 0 2 62

17 業務用機械 24 0 82 106

18 電子部品 17 0 35 52

19 電気機械 106 0 786 892

20 情報通信機器 26 0 734 760

21 輸送機械  　　　　　 76 0 597 673

22 その他の製造工業製品 23 0 892 915

23 建設 0 0 0 0

24 電力・ガス・熱供給　 0 173 1,157 1,330

25 水道　　 0 40 454 494

26 廃棄物処理 0 54 78 132

27 商業 0 710 12,701 13,411

28 金融・保険 0 0 3,672 3,672

29 不動産 0 0 16,312 16,312

30 運輸・郵便 0 315 3,343 3,658

31 情報通信 0 136 2,300 2,436

32 公務 0 0 192 192

33 教育・研究 0 336 2,325 2,661

34 医療・福祉 0 682 3,375 4,057

35 他に分類されない会員制団体 0 0 865 865

36 対事業所サービス 0 494 1,223 1,717

37 対個人サービス 0 307 11,486 11,793

38 事務用品 0 0 0 0

39 分類不明 0 0 3 3

40 合計 1,024 3,247 73,280 77,551

(資料)兵庫県統計課「平成27年兵庫県産業連関表」
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表7 地域整備事業施設建設・運営の経済波及効果の概要

（単位：億円、人）

項　　　目 施設建設 施設運営 備　　　考

生産誘発額 7,196.1 1,085.4

経済効果(売上額の合計）

　直接効果 4,973.6 775.5

最終需要額

　第一次間接効果 1,393.8 185.4

原材料消費から誘発効果

　第二次間接効果 828.7 124.4

民間消費支出による誘発効果

付加価値誘発額 3,597.1 644.0

（売上額－経費等）の合計

名目GDP 240,664 240,664

2023年度速報

名目GDP比（％） 1.5 0.3

　

就業者誘発数 50,951 8,617

個人業主、雇用者等

(資料)兵庫県「平成27年兵庫県産業連関表」
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参考表１　施設建設の経済波及効果（兵庫県内）

（単位：百万円、人）

部門

最終需要額 生産誘発額 付加価値誘発額 就業者誘発数 雇用者誘発数

１ 農業 545 917 414 251 41

2 林業 5 822 612 119 93

3 漁業 0 177 92 15 4

4 鉱業 1,466 1,821 707 41 40

5 飲食料品　　　　　　　 0 3,141 1,052 116 114

6 繊維製品 2,679 2,970 1,097 488 360

7 パルプ・紙・木製品 101,267 109,592 35,869 4,950 4,176

8 化学製品 6,103 8,658 2,858 159 158

9 石油・石炭製品 1,728 3,191 545 41 41

10 プラスチック・ゴム製品 9,905 11,723 4,337 519 490

11 窯業・土石製品 39,098 40,627 18,831 1,684 1,551

12 鉄鋼 19,845 32,324 5,704 267 260

13 非鉄金属 6,335 7,491 1,853 185 182

14 金属製品 56,467 58,809 25,003 3,606 3,192

15 はん用機械 4,253 4,895 2,052 143 141

16 生産用機械 702 1,255 533 42 42

17 業務用機械 571 1,180 429 51 50

18 電子部品 497 1,103 385 37 36

19 電気機械 9,052 10,339 3,533 258 253

20 情報通信機器 1,299 1,599 537 36 35

21 輸送機械  　　　　　 362 1,338 411 37 36

22 その他の製造工業製品 2,300 3,881 1,567 297 237

23 建設 3,872 6,847 3,036 592 449

24 電力・ガス・熱供給　 6,701 28,322 8,734 184 184

25 水道　　 711 2,932 1,378 51 51

26 廃棄物処理 296 1,941 1,191 120 118

27 商業 74,350 93,435 61,941 15,016 13,696

28 金融・保険 10,420 24,864 16,040 1,105 1,087

29 不動産 8,140 39,143 32,911 629 551

30 運輸・郵便 36,590 51,165 32,965 3,689 3,533

31 情報通信 4,009 12,210 6,403 457 418

32 公務 0 4,109 2,881 222 222

33 教育・研究 2,904 6,012 4,380 468 423

34 医療・福祉 0 5,020 3,045 518 493

35 他に分類されない会員制団体 195 2,203 1,263 301 279

36 対事業所サービス 71,596 104,536 62,420 12,509 10,546

37 対個人サービス 145 11,876 6,041 1,713 1,428

38 事務用品 693 1,578 0 0 0

39 分類不明 12,258 15,559 6,657 35 35

40 合計 497,359 719,606 359,705 50,951 45,045

(資料)兵庫県統計課「平成27年兵庫県産業連関表」
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参考表2  施設運営の経済波及効果（兵庫県内）

（単位：百万円、人）

部門

最終需要額 生産誘発額 付加価値誘発額 就業者誘発数 雇用者誘発数

１ 農業 807 1,127 509 307 51

2 林業 42 58 43 7 6

3 漁業 95 221 114 22 6

4 鉱業 ▲ 2 45 17 0 0

5 飲食料品　　　　　　　 6,305 7,672 2,569 280 268

6 繊維製品 1,246 1,302 481 212 157

7 パルプ・紙・木製品 110 310 101 10 8

8 化学製品 700 1,022 337 17 17

9 石油・石炭製品 1,269 1,456 249 18 18

10 プラスチック・ゴム製品 275 444 164 17 15

11 窯業・土石製品 64 115 53 3 3

12 鉄鋼 189 343 60 2 2

13 非鉄金属 67 102 25 2 2

14 金属製品 119 222 95 10 10

15 はん用機械 72 109 46 2 2

16 生産用機械 62 97 41 2 2

17 業務用機械 106 188 68 7 7

18 電子部品 52 124 43 3 3

19 電気機械 892 1,030 352 24 23

20 情報通信機器 760 803 270 17 17

21 輸送機械  　　　　　 673 817 251 21 21

22 その他の製造工業製品 915 1,124 454 84 68

23 建設 0 499 221 39 30

24 電力・ガス・熱供給　 1,330 3,660 1,129 23 23

25 水道　　 494 984 462 17 17

26 廃棄物処理 132 542 333 33 33

27 商業 13,411 16,044 10,636 2,577 2,350

28 金融・保険 3,672 6,796 4,384 301 295

29 不動産 16,312 21,539 18,110 345 303

30 運輸・郵便 3,658 5,496 3,541 394 374

31 情報通信 2,436 3,813 1,999 140 125

32 公務 192 347 243 19 19

33 教育・研究 2,661 3,130 2,280 242 220

34 医療・福祉 4,057 4,872 2,955 506 479

35 他に分類されない会員制団体 865 1,173 673 158 147

36 対事業所サービス 1,717 6,545 3,908 779 659

37 対個人サービス 11,793 13,740 6,988 1,977 1,646

38 事務用品 0 166 0 0 0

39 分類不明 3 461 197 0 0

40 合計 77,551 108,537 64,404 8,617 7,426

(資料)兵庫県統計課「平成27年兵庫県産業連関表」
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図１ 産業連関表の概略
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　　（図２） 企業庁地域整備事業 経済波及効果フローチャート

（単位：億円）
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項　　　目 施設建設 施設運営 備　　　考

生産誘発額 7,196.1 1,085.4

経済効果(売上額の合計）

　直接効果 4,973.6 775.5

最終需要額

　第一次間接効果 1,393.8 185.4

原材料消費から誘発効果

　第二次間接効果 828.7 124.4

民間消費支出による誘発効果

付加価値誘発額 3,597.1 644.0

（売上額－経費等）の合計

名目GDP 240,664 240,664

2023年度速報

名目GDP比（％） 1.49 0.27

　

就業者誘発数 50,951 8,617

個人業主、雇用者等

(資料)兵庫県「平成27年兵庫県産業連関表」
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表1　地域整備事業の概要 2024/9/4

事業名

地区 事業所 雇用者 世帯 人口 時点

1

尼崎西宮芦屋港エリア

工場・事業所

1960年～2003年 芦屋浜

総合公園 マリーナ 下水処理場 9,000 18,000 2023年

西宮・甲子園・鳴尾

食料品工業 浄化センター ヨットハーバー 3,000 7,000 2023年

尼崎

建設業 物流センター 40 900 2023年

2

東播磨港エリア

工場・事業所

1961年～1980年 伊保

発電所 鉄鋼 はん用機械 80 12,300 2020年

加古川

鉄鋼 ガス 化学工業 12 4,500 2019年

播磨

ガラス 鉄鋼 生産用機械 50 3,000 2023年

二見

はん用機械 金属製品 食料品工業 100 7,300 2019年

播磨浜

公園

3

姫路港エリア

工場・事業所

1963年～2000年 姫路西部、網干、大津

化学工業 20 2,496 2022年

中島

セメント製品 発電所 10 455 2022年

白浜

ガス 6 130 2022年

4

津名港エリア

工場・事業所

1971年～2000年 志筑

造船 鉄鋼 娯楽施設 6 100 2023年

生穂

食料品工業 電子部品 市役所 9 230 2023年

佐野

メガソーラー 運動公園 7 50 2023年

5

播磨科学公園都市

事業所、住宅 26 860 527 1,200

1986年～

たつの市・上郡町・佐用町

大型放射光 化学工業 住宅

6

ひょうご情報公園都市 　

工場・事業所 20 1,849 2023年

1998年～ 三木市

食料品工業 物流センター

7

淡路夢舞台

事業所、ホテル

1994年～ 淡路市

国営公園 ホテル 病院 21 973 2021年 

8

神戸三田国際公園都市

1971年～2000年 フラワータウン

住宅 博物館 商業 8,743 19,9132023年8月

カルチャータウン

住宅 大学 商業 1,399 3,1862023年8月

9

潮芦屋

2,749 6,0972023年4月

1970年～ 芦屋市

住宅 マリーナ

合計 　 407 35,143 25,418 55,396

（資料）企業庁調べ、一部兵庫県立大学研究会推計

関連指標 主な施設等(産業部門）


